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１ はじめに 

本市においては、平成２７年１０月に策定した尼崎人口ビジョンの中で、今後急速に

少子高齢化が進むとされており、子ども子育て支援や高齢者支援等の分野における社会

的ニーズの量の拡大と多様化が見込まれる中、平成２６年度以降、これまで削減に努め

てきた職員数についても、業務量に見合った人事配置を行う中で増加に転じてきている。

そうした中、これまでの執行体制による課題解決手法では、今後も増加・多様化する

行政需要には対応しきれなくなることから、平成２７年１０月に「今後の超少子高齢社

会に対応するための行政執行体制の在り方について～更なるアウトソーシングの導入に

向けた基本的方向性～」を策定し、現在の執行体制における業務手法の見直しを行うこ

とで、効率化を図りつつ、民間事業者等が専門性を有する分野においてはそれを大胆に

活用し、そうしたことによって生み出された人員を、今後とも行政の役割が増えること

が予想される分野へ重点的に配置していくこととし、今後の本市の業務執行体制の見直

しに向けた検討を進めてきた。

本資料は、各業務の業務執行体制の見直しに向けた方向性についてとりまとめたもの

であり、今後における業務執行体制の見直しについては、これらの方向性に基づき、具

体的な検討を進めていくものとする。

なお、提案型事業委託制度による提案があった事業については、その趣旨を勘案する

中で、十分に検討のうえ、協議・調整していくものとする。
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２ 本市の業務執行体制の見直しに向けた考え方 

本市ではこれまで、長引く景気の低迷などの影響による厳しい財政状況の下、サービ

スの質の確保と効率化を目指し、公の施設への指定管理者制度の導入や、市立保育所の

社会福祉法人への移管、一般家庭ごみの収集業務及び市立小学校給食調理業務などの単

純労務業務の民間委託化など、行財政改革に係る計画に基づき、財政の構造改善に向け

た取組の一環として、可能な限り職員数の削減に努めることで、指標としていた類似団

体の平均職員数を２００人程度下回るまでになるなど、執行体制のスリム化を図ってき

た。

また、現在においてはこれまでの行財政改革の取組に引き続き、平成２５年度から３

４年度までの１０年間を計画期間とする「あまがさき「未来へつなぐ」プロジェクト」

を策定し、少子高齢化などといった近年の社会構造の変化に対応するため、中長期的な

視点から、持続可能な行財政基盤の確立に向けて行財政改革に取り組み、より柔軟に行

政需要に対応したサービスを提供できる行財政の姿を目指している。

こうした中、今後のより効率的な業務執行体制の構築に向けては、平成２７年１０月

に策定した基本的方向性に基づき、各課で行っている事務事業について、これまでのよ

うな一連の業務単位での執行体制の見直しではなく、ひとつの業務をより細かなプロセ

スに分解し、そのプロセス単位で業務分析を行ったうえで、執行体制の見直しを行うこ

ととし、行政でなければ執行できない業務を除き、費用対効果を勘案する中で、基本的

にアウトソーシングを導入する方向で検討を行うこととした。
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行財政改革に係る各種計画に基づき職員数の削減に努め、平成15年度から24年
度の10年間で1,277人削減するなど、現在においては昭和50年度の職員数のピー
クに比べ、約半数となっている。
●平成15年度～19年度「尼崎市経営再建プログラム」 900人削減
●平成20年度～24年度「”あまがさき”行財政構造改革推進プラン」 377人削減
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３ 業務執行体制の見直しに向けた検討の流れ 

（１）現状の分析 

現状の分析については、これまで行ってきたような一連の業務単位での執行体制の

見直しではなく、各業務を一連のプロセスに分割・可視化し、そのプロセスごとに業

務分析を行った上で執行体制の見直しについて検討を行う「業務プロセス分析」を行

った。

これまでの一連の業務単位での見直し 業務プロセスごとの見直し 

可

不可

不可

可

可

不可

可

可
可

不可

不可

可

可

不可

可

可 不可

可

可

可

可

不可

不可

可

可

不可

不可

可

不可

可

可

可一連の業務 
全体を 

アウトソーシング 
「不可」 

とする場合が 
多かった 

●●業務 ◆◆業務 

一連の業務の中に、 
アウトソーシング「可」「不可」の業務が混在 

●●業務 ◆◆業務 

プロセスごとにアウトソーシング「可」「不可」の 
検討を行い、執行体制の見直しを行う 

アウトソ
ーシング
「可」 

２業務 
まとめて 
アウトソ
ーシング
「可」 

アウトソ
ーシング
「可」 

業
務
プ
ロ
セ
ス
分
析

（コンサルティング業者） （庁内検討会議） （各部局、企画財政局、総務局）
１ 現状の分析 ２ 方向性の検討 ３ 具体的な検討

分析対象
１，７４５事務
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業務プロセス分析におけるコンサルティング業者からの経過報
告において、比較的業務量が大きく、一定の規模でアウト
ソーシングが導入できる可能性が高いとされた業務
３９業務（２１７事務）

第１クールに比べると、業務量が小さく、見直しに向けては業務整
理等が必要なものであるが、業務プロセス分析報告書において、アウ
トソーシングが導入できる可能性が高いとされた業務
５１業務（４０３事務）

※このほか、水道局３業
務についても併せて決定 
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なお、業務プロセス分析については、一定のスピード感を持って進めたいことや、

外部による視点も必要と判断したことから、まずは他都市での実績のあるコンサルテ

ィング業者への委託により行うこととし、業者選定は公募型プロポーザル方式により、

株式会社富士通総研に委託することとした。

コンサルティング業者における業務プロセス分析の手法としては、各課に対して分

析手法に係る研修会を開催し、各課において作成している事務分担表から、一定の人

工数のある事務を分析対象事務として抽出した上で、それぞれの事務について、各課

の担当者及び所属長とヒアリングを行い、他都市調査も実施する中で、各事務の担い

手についての分析を行った。

分析の流れとしては、まずは各事務におけるプロセスを「専門性」・「定型性」の有

無による分類を行い、その後アウトソーシング導入も含めた執行体制の見直しについ

て検討を進め、平成２９年３月に委託業務の成果物として、業務プロセス分析業務報

告書が提出された。

●第１象限 
 政策企画業務、公権力の行使、高度な専門性を必要とする業務 
●第２象限 
 行政特有の専門性は認められないが、臨機応変な対応が求められる業務 
●第３象限 
 行政特有の専門性は求められず、概ね定型的な処理を着実に繰り返さなければならない業務 
⇒ 技能労務職が担っている業務の中でもいわゆる単純労務業務については、全ての業務をア
ウトソーシングの対象として検討 
●第４象限 
 行政特有の専門性が求められるものの、定型的な処理を繰り返す業務 

業務４分類に基づく 
アウトソーシング等の方向性 

　・　アルバイト

　・　外部委託

　・　専門嘱託
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第４象限
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　・　外部委託

　・　専門嘱託

　・　非常勤職員

　・　アルバイト

　・　外部委託

第１象限 　・　正規職員

グラフ 担い手の方向性

※業務プロセス分析業務報告書（概要版）より 
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（２）方向性の検討

コンサルティング業者による業務プロセス分析に基づき、庁内検討会議において各

業務の業務執行体制の見直しに向けた今後の方向性について検討を行った。

 ア 庁内検討会議 

   ① 名称

   尼崎市業務執行体制見直し検討会議

 ② 設置目的

   少子高齢化の進展に伴う住民ニーズの量の拡大と多様化に対応した、効率的か

つ質の高い行政サービスの提供を目的として、民間活力の活用や業務手法の改善

による業務執行体制の見直しを図るための全庁的な協議・調整を行うため

 ③ 委員等

    ●座 長：市長

    ●副座長：副市長、教育長

    ●委 員：医務監、議会事務局長、危機管理安全局長、企画財政局長、 

企画財政局参与、ひと咲きまち咲き担当局長、総務局長、 

資産統括局長、市民協働局長、健康福祉局長、 

こども青少年本部事務局長、経済環境局長、都市整備局長、消防局長、 

水道事業管理者、公営事業局長、教育次長、教育委員会事務局参与、 

会計管理者、秘書室長 

    ●事務局：企画財政局行財政推進部行財政推進課、総務局人事管理部行政管理課 

イ 検討スケジュール 

各業務の業務執行体制の見直しに向けた今後の方向性について、スピード感をもっ

て検討を進めるため、第１クールと第２クールに分けて検討を行い、方向性が決定し

たものから業務執行体制の見直しについて具体的な検討を行うこととした。

① 第１クール（３９業務）

業務プロセス分析におけるコンサルティング業者からの経過報告において、比

較的業務量が大きく、一定の規模でアウトソーシングが導入できる可能性が高い

とされた業務

   ●検討期間：第１回（平成 28 年 11月 1 日）～第６回（平成 29 年 3月 23日） 

② 第２クール（５１業務）

第１クールに比べると、業務量が小さく、見直しに向けては業務整理等が必要

なものであるが、業務プロセス分析報告書において、アウトソーシングが導入で

きる可能性が高いとされた業務

   ●検討期間：第７回（平成 29 年 4 月 20 日）～第１３回（平成 29年 9 月 20 日） 
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＜検討会議スケジュール＞ 

検討会議 議  題 

【第１回】 

平成 28年 11 月 1 日 

１ 会議の趣旨と進め方について 

２ 業務プロセス分析業務委託の中間報告について 

 （１）中間報告の概要について 

（２）先行して見直しを検討する業務（先行検討業務）について 

 （３）別途見直しを検討する業務について 

【第２回】 

平成 28年 11 月 18日 
１ 先行検討業務について 

【第３回】 

平成 28年 12 月 19日 

１ 先行検討業務の経過報告について 

 （１）先行検討業務を次の考え方で整理 

（２）他都市調査等について 

【第４回】 

平成 29年 1月 24 日 

１ 先行検討業務の経過報告について 

２ 総務省における「地方公務員の臨時・非常勤職員及び任期付職員の任用等

の在り方に関する研究会」報告書（概要）について 

【第５回】 

平成 29年 2月 21 日 

１ 他都市調査の状況報告について 

２ 先行検討業務の方向性（案）について 

【第６回】 

平成 29年 3月 23 日 

１ 業務プロセス分析報告書（概要版）（㈱富士通総研作成）について 

２ 先行検討業務の方向性について 

３ アウトソーシング導入に伴う今後の新たな非現業転職について（案） 

４ 一般職非常勤職員の検討について 

【第７回】 

平成 29年 4月 20 日 

１ 委員の変更について 

２ ㈱富士通総研による尼崎市業務プロセス分析業務報告書について 

３ 新規民間委託化や委託化の範囲拡大を検討する業務について 

【第８回】 

平成 29年 5月 22 日 
１ 先行検討業務以外の業務（34課）の検討経過報告について 

【第９回】 

平成 29年 6月 20 日 

１ 業務プロセス分析事業に係る議会報告資料の確認について 

２ 先行検討業務以外の業務（34課）の検討経過報告について

【第１０回（臨時会）】 

平成 29年 7月 5日 
１ 業務プロセス分析事業に係る議会報告資料の確認について 

【第１１回】 

平成 29年 7月 19 日 

１ 第２クール（先行検討３９業務以外の業務）の検討経過報告について 

２ 第１クール（先行検討３９業務）の検討経過報告について 

【第１２回】 

平成 29年 8月 21 日 

１ 第２クール（先行検討３９業務以外の業務）の検討経過報告について 

２ 業務執行体制の見直しに向けた今後の方向性について 

【第１３回】 

平成 29年 9月 20 日 

１ 第２クール（先行検討３９業務以外の業務）の方向性について 

２ 業務執行体制の見直しに向けた今後の方向性について 
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４ アウトソーシング導入等に向けた今後の方向性 

コンサルティング業者による業務プロセス分析報告に基づき、庁内検討会議において、

「第１クール（３９業務）」及び「第２クール（５１業務）」についてアウトソーシング

導入等に向けた今後の方向性を決定した。 

加えて、水道局においても庁内検討会議と同様の業務執行体制見直しに向けた検討を

進めてきており、その検討の中で既に方向性を一定整理している３業務についても下記

のとおり、今後の見直しの方向性を決定した。 

  今回方向性を決定した「第１クール（３９業務）」、「第２クール（５１業務）」及び「水

道局の３業務」の計９３業務については、各業務における詳細な業務整理やアウトソー

シングの導入等の実施年度、実施手法等、費用対効果等も勘案する中で、今後、具体的

な担い手の見直しについて検討を進めるとともに、今一度、事業等の必要性や実施手法

等についてもあわせて検討を行う。 

  なお、技能労務職が担当している業務のうち、単純労務業務については、下記「Ａ ア

ウトソーシング導入に向けた具体的な検討を行うもの」として位置付けたうえで、単純

労務業務全てにおいてアウトソーシングを導入することを前提に検討を進めることとす

る。 

Ａ アウトソーシング導入に向けた具体的な検討を行うもの（３８業務） 

  具体的なアウトソーシング導入の検討を行う。 

Ｂ アウトソーシング導入は可能であるが課題の整理に時間を要するもの（１８業務） 

   今後も状況の変化等を踏まえた中で、アウトソーシング導入に向けた情報収集等の研

究を進める。 

Ｃ 会計年度任用職員の任用範囲の拡大に向けた検討を行うもの（１４業務） 

改正地方公務員法で示された会計年度任用職員の任用範囲の拡大について検討を進

める。 

Ｄ 他の課題事項と併せて別途検討を行うもの（１１業務） 

政策調整や債権管理といった他の課題事項の検討と併せて、担い手の見直しについて

も検討を行う。 

Ｅ 新たな業務手法等について引き続き検討を行うもの（１２業務） 

現段階において見直しは困難であるが、引き続きアウトソーシングを含む新たな業務

手法等について検討を行う。 

アウトソーシング導入等に向けた今後の方向性（９３業務） 
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Ａ アウトソーシング導入に向けた具体的な検討を行うもの（３８業務） 

【第１クール：２１業務 第２クール：１４業務 水道局：３業務】

【会計管理室】 

No. 課 業務名称 業務内容 検討区分 

1 会計管理室 出納業務 出納、口座・窓口等支払 等 第２クール 

2 会計管理室 物品出納業務 支給品や備品等の調達 等 第２クール 

【総務局】       

No. 課 業務名称 業務内容 検討区分 

3 人事課 社会保険関係業務 
臨時的任用職員等の社会保険等関
係業務 

第２クール 

4 給与課 給与支払業務 
職員の給与及び旅費等の支給に係
る業務 

第２クール 

【資産統括局】       

No. 課 業務名称 業務内容 検討区分 

5 
税務管理課 
市民税課 

市税窓口業務 
市税等に係る各種証明書発行、市
民税等の賦課徴収、その他入力業
務 等 

第１クール 

6 納税課 市税徴収業務 
市税の徴収、分納管理、電話・文
書催告 等 

第１クール 

【市民協働局】       

No. 課 業務名称 業務内容 検討区分 

7 市民課 
戸籍住民基本台帳入力
業務 

住民基本台帳・戸籍附表の入力
等 

第１クール 

8 
国保年金課 
後期高齢者医
療制度担当 

国民健康保険等窓口業
務 

国民健康保険、後期高齢者医療の
資格賦課、給付、各種届出受付 等

第１クール 

【健康福祉局】       

No. 課 業務名称 業務内容 検討区分 

9 
介護保険事業
担当 

介護保険認定調査業務 
要介護認定申請に伴う認定調査業
務 

第１クール 

10 
介護保険事業
担当 

介護保険認定審査会運
営業務 

認定申請受付、主治医意見書の徴
収、認定審査会資料の作成、認定
審査会の運営、認定結果通知 等 

第１クール 
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【健康福祉局】の続き     

No. 課 業務名称 業務内容 検討区分 

11 福祉医療課 福祉医療課給付業務 
医療費助成に係る現金給付の支出
経理 等 

第１クール 

12 地域保健担当 予防接種業務 BCG 集団予防接種業務 第１クール 

13 福祉課 
民生児童委員関係団体
事務局業務 

民生児童委員協議会連合会及び地
区民生児童委員協議会の事務局業
務 

第２クール 

14 高齢介護課 各種公募審査業務 

介護保険事業計画に基づき特別養
護老人ホームや地域密着型サービ
スの施設整備を行う事業者の公
募・審査業務 

第２クール 

15 高齢介護課 
高齢者移送サービス事
業等 

高齢者移送サービス等の各種サー
ビスに係る決定と事業者への支払
業務 

第２クール 

16 包括支援担当 介護予防対策事業 

いきいき百歳体操の普及啓発活動
や、新たに住民主体で取り組むグ
ループへの初期支援と活動の定着
化を図る継続支援 

第２クール 

17 健康増進課 
啓発・広報、統計調査
業務 

各種事業に係る啓発・広報、統計
調査業務 

第２クール 

18 生活衛生課 狂犬病予防対策事業 
狂犬病予防注射に係る各種通知文
の作成及び送付業務 

第２クール 

【こども青少年本部事務局】     

No. 課 業務名称 業務内容 検討区分 

19 
こども家庭支
援課 

児童手当窓口業務 児童手当に係る各種届出受付 等 第１クール 

20 保育課 保育所調理業務 保育所の調理業務 等 第１クール 

21 
こども入所支
援担当 

子ども・子育て支援制
度関係業務 

２号・３号に係る認定、保育料決
定 等 

第１クール 

22 青少年課 
青少年センター管理運
営業務 

青少年センターの管理運営 等 第２クール 
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【経済環境局】       

No. 課 業務名称 業務内容 検討区分 

23 業務課 じんかい収集業務 
じんかい収集車の運転、じんかい
収集作業 等 

第１クール 

24 
クリーンセン
ター 

クリーンセンター運転
管理業務 

クリーンセンター、資源リサイク
ルセンターの運転管理 等 

第１クール 

【都市整備局】       

No. 課 業務名称 業務内容 検討区分 

25 道路維持担当 
道路橋りょう維持管理
業務 

道路等の維持補修、パトロール、
側溝清掃 等 

第１クール 

26 公園維持課 公園維持管理業務 公園等の維持管理 等 第１クール 

27 建設課 
下水道管きょ維持管理
業務 

下水道管きょの維持管理、掃除、
しゅんせつ 等 

第１クール 

28 施設課 
ポンプ場・抽水場の運
転操作及び維持業務 

ポンプ場・抽水場の運転操作・維
持業務 等 

第１クール 

29 
北部浄化セン
ター 

処理場・ポンプ場の運
転操作及び維持業務 

処理場・ポンプ場の運転操作・維
持業務 等 

第１クール 

30 都市計画課 都市計画基礎調査業務 
都市計画法に基づく都市計画基礎
調査に係るデータ入力及び提出資
料作成 等 

第２クール 

31 開発指導課 屋外広告物関係業務 屋外広告物に係る実態調査 等 第２クール 

【消防局】       

No. 課 業務名称 業務内容 検討区分 

32 消防防災課 消防車両維持整備業務 
車両の点検、整備、整備工場の保
守管理 等 

第１クール 

【教育委員会事務局】      

No. 課 業務名称 業務内容 検討区分 

33 職員課 校務員業務 各種学校の清掃、緑化、営繕 等 第１クール 

34 学務課 
子ども・子育て支援制
度関係業務 

１号に係る認定、保育料決定 等 第１クール 

35 
スポーツ振興
課 

各種団体の事務局業務 各種団体の運営に係る事務局業務 第２クール 
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【水道局】 

No. 課 業務名称 業務内容 

36 管路補修課 
水道の導水管、配水管の維持管
理等業務 

水道の導水管、配水管の維持管理等業務 

37 工業用水課 園田配水場運転監視操作業務 園田配水場運転監視操作業務 

38 工業用水課 
工業用水道の導水管、配水管の
維持管理等業務 

工業用水道の導水管、配水管の維持管理
等業務 
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Ｂ アウトソーシング導入は可能であるが課題の整理に時間を要するもの（１８業務） 

【第１クール：１３業務 第２クール：５業務】 

【ひと咲きまち咲き担当局】     

No. 課 業務名称 業務内容 検討区分 

1 
健康支援推
進担当 

集団健診業務 集団健診業務 等 第２クール 

【資産統括局】       

No. 課 業務名称 業務内容 検討区分 

2 建築課 市有建築物設計業務 
市有建築物の設計、指導、施工管
理 等 

第１クール 

【市民協働局】       

No. 課 業務名称 業務内容 検討区分 

3 

JR 尼崎・阪神
尼崎・阪急塚
口サービス
センター 

サービスセンター窓口
業務 

国民健康保険、国民年金、各種証
明書の発行 等 

第１クール 

4 

国保年金課 
後期高齢者
医療制度担
当 

国民健康保険料等徴収
業務 

国民健康保険料、後期高齢者医療
保険料の徴収 等 

第１クール 

【健康福祉局】       

No. 課 業務名称 業務内容 検討区分 

5 福祉課 
災害援護資金貸付金の
償還業務 

償還管理ならびに償還指導（法的
措置含む）業務 等 

第１クール 

6 
障害者自立
支援事業第
１・２担当 

障害福祉サービス等給
付業務 

障害福祉サービス・障害児通所支
援等相談、受付、決定 等 

第１クール 

7 
生活困窮者
自立支援担
当 

生活困窮者自立相談支
援業務 

相談、アセスメント、支援調整、
同行支援、支援プラン評価 等 

第１クール 

8 疾病対策課 精神障害者福祉業務 
障害福祉サービス等利用相談、認
定調査、精神保健福祉手帳業務
等 

第１クール 

9 衛生研究所 衛生研究所検査業務 各種検査業務及び調査研究 第１クール 
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【こども青少年本部事務局】     

No. 課 業務名称 業務内容 検討区分 

10 
こども家庭
支援課 

児童扶養手当債権回収
業務 

児童扶養手当の債権回収 等 第１クール 

11 児童課 
児童ホーム・こどもク
ラブ管理運営業務 

児童ホーム、こどもクラブの管理
運営 等 

第１クール 

12 
こども入所
支援担当 

保育所保育料収納・滞
納整理業務 

保育所保育料の徴収 等 第１クール 

【経済環境局】       

No. 課 業務名称 業務内容 検討区分 

13 
しごと支援
課 

企業人権・同和教育合
同研究会の運営 

企業人権・同和教育合同研究会の
運営 

第２クール 

14 
しごと支援
課 

雇用創造支援事業 合同就職面接会 等 第２クール 

15 
しごと支援
課 

技能フェスティバル開
催業務 

技能フェスティバル開催に対する
補助・支援 

第２クール 

16 農政課 農業公園維持管理業務 
農業公園維持管理（樹木剪定・清
掃・除草等）及び景観園芸植物（ボ
タン・花ショウブ等）の育成 

第２クール 

【教育委員会事務局】      

No. 課 業務名称 業務内容 検討区分 

17 中央図書館 
中央図書館管理運営業
務 

中央図書館の管理運営 等 第１クール 

18 
中央公民館
（各公民館）

公民館窓口業務 公民館の窓口業務 等 第１クール 
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Ｃ 会計年度任用職員の任用範囲の拡大に向けた検討を行うもの（１４業務） 

【第１クール：５業務 第２クール：９業務】

【危機管理安全局】

No. 課 業務名称 業務内容 検討区分 

1 生活安全課 
可動式防犯カメラの設
置運営業務 

可動式防犯カメラの設置運営 等 第２クール 

2 生活安全課 
自主防犯パトロール業
務 

自主防犯パトロール 等 第２クール 

【資産統括局】       

No. 課 業務名称 業務内容 検討区分 

3 公有財産課 除草業務 市有地の除草 等 第２クール 

【健康福祉局】       

No. 課 業務名称 業務内容 検討区分 

4 障害福祉課 
障害者（児）福祉給付
業務 

身体障害者手帳審査・交付、補装
具・日常生活用具・手当等支給決
定・支払 等 

第１クール 

5 障害福祉課 
障害福祉サービス費審
査等業務 

障害福祉サービス費・移動支援事
業費等請求審査、支払 等 

第１クール 

6 
障害者自立支
援事業第１・
２担当 

障害福祉相談受付業務 
各種障害福祉制度に係る相談・受
付窓口対応（手話通訳含む） 等 

第１クール 

7 
保護面接相談
担当 

来訪者受付関係業務 受付、相談内容の仕分け 等 第１クール 

8 保健センター 乳幼児健康診査業務 乳幼児健康診査の実施 等 第１クール 

9 保健企画課 
医務薬務事業等窓口業
務 

国免許申請・届出等の受付事務 第２クール 

10 生活衛生課 斎場・墓園整備業務 
斎場・墓園整備に係る各種工事の
設計・積算業務 

第２クール 

11 
公害健康補償
課 

リフレッシュ事業 
公害病認定患者が日帰りで参加で
きる事業の企画調整 

第２クール 

【経済環境局】       

No. 課 業務名称 業務内容 検討区分 

12 環境保全課 苦情等対応業務 公害関連苦情等対応 第２クール 
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【都市整備局】       

No. 課 業務名称 業務内容 検討区分 

13 都市計画課 窓口対応業務 窓口対応業務 第２クール 

14 市街地整備課 
土地区画整理確定図閲
覧窓口業務 

窓口対応業務 第２クール 
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Ｄ 他の課題事項と併せて別途検討を行うもの（１１業務） 

【第２クール：１１業務】 

【秘書室】       

No. 課 業務名称 業務内容 検討区分 

1 
発信・報道担
当 

コミュニティＦＭ放送
業務 

行政広報番組等の制作・放送業務 第２クール 

【ひと咲きまち咲き担当局】     

No. 課 業務名称 業務内容 検討区分 

2 
シティプロ
モーション
事業担当 

あまらぶインフォメー
ション 

あまらぶ i+Plus の運営 等 第２クール 

3 
シティプロ
モーション
事業担当 

あまらぶアートラボ あまらぶアートラボの運営 等 第２クール 

【資産統括局】       

No. 課 業務名称 業務内容 検討区分 

4 資産税課 
固定資産税・都市計画
税の減免事務 

減免受付、処理・入力 等 第２クール 

5 資産税課 
法務局からの税通に関
するデータ入力等業務 

データ入力、申告書送付、受付 等 第２クール 

【市民協働局】       

No. 課 業務名称 業務内容 検討区分 

6 
地域振興セ
ンター 

各種協議会等組織体の
運営 

協議会等組織体の運営 等 第２クール 

【こども青少年本部事務局】     

No. 課 業務名称 業務内容 検討区分 

7 
保育指導担
当 

保育所の給食に関する
徴収業務 

公立保育所完全給食負担金の徴収 
等 

第２クール 

【経済環境局】       

No. 課 業務名称 業務内容 検討区分 

8 環境創造課 
環境創造課所管の各事
業 

環境教育・啓発等に係る事業、地
球温暖化対策に係る事業、自然環
境の保全に係る事業 等 

第２クール 

9 資源循環課 施設管理業務 大高洲庁舎の維持管理 等 第２クール 
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【都市整備局】       

No. 課 業務名称 業務内容 検討区分 

10 都市計画課 
統合型地理情報システ
ムの導入 

統合型地理情報システム導入の検
討 

第２クール 

11 河港課 
土地水面使用料の徴
収・滞納整理業務 

土地水面使用料の徴収 等 第２クール 



18

Ｅ 新たな業務手法等について引き続き検討を行うもの（１２業務） 

【第２クール：１２業務】 

【資産統括局】       

No. 課 業務名称 業務内容 検討区分 

1 公有財産課 
現地調査、測量、境界
確定等業務 

現地調査、測量、境界確定 等 第２クール 

2 契約課 
庁舎総合管理委託契約
導入の検討 

庁舎総合管理委託契約導入の検討 第２クール 

3 庁舎管理課 庁舎総合管理委託契約 庁舎総合管理委託契約導入の検討 第２クール 

【健康福祉局】       

No. 課 業務名称 業務内容 検討区分 

4 福祉課 
災害時要援護者支援業
務 

要援護者台帳の整備と支援団体へ
の協力要請など地域の支援体制整
備に関する業務 

第２クール 

5 
包括支援担
当 

認知症キャラバン事務
局 

認知症キャラバンメイト（行政・
地域包括支援センター・ボランテ
ィア）が講師の認知症サポーター
養成講座の運営手配 

第２クール 

6 健康増進課 
各種健診・指導の会場
設営準備等業務 

乳幼児健診や栄養・歯科指導など
事業実施時の会場設営等準備業務 

第２クール 

7 
公害健康補
償課 

ぜん息児水泳訓練事業 
事業への参加申込受付、参加者説
明会の実施 

第２クール 

【こども青少年本部事務局】     

No. 課 業務名称 業務内容 検討区分 

8 
保育指導担
当 

電話受付・相談対応業
務 

電話受付・相談対応業務 第２クール 

【都市整備局】       

No. 課 業務名称 業務内容 検討区分 

9 都市計画課 
まちづくり講座・地区
計画等啓発事業 

都市計画に関するまちづくり講座
等各種啓発の実施 

第２クール 

【消防局】       

No. 課 業務名称 業務内容 検討区分 

10 消防防災課 
各種申請書の受理等窓
口業務 

各種申請書の受理 等 第２クール 
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※ 第１クール、第２クール以外の業務 

検討会議においては、本市の実施する業務のうち、一部の業務のみの方向性の検討を

行ったものであるが、上記第１クール、第２クール以外の業務（検討会議の中において

は協議の対象としなかった業務）についても、業務手順や業務手法等、見直しを行う余

地はあることから、コンサルティング業者による業務プロセス分析報告書を十分に参考

とする中で、主要事業に係る調整や定数調整等とあわせて、アウトソーシング導入も含

めた業務執行体制の見直しについて、引き続き検討を行う。 

  なお、業務執行体制の見直しについては、まずはアウトソーシングの導入を中心に検

討を進めているところであるが、正規職員への切り替えといった担い手の見直しについ

ても、今後あわせて検討を進めていく。 

５ 会計年度任用職員制度の導入 

  現在、各地方公共団体において臨時・非常勤職員が多数任用されている中、各団体に

おける特別職非常勤職員及び臨時的任用職員の取扱いが曖昧かつ不統一であることから、

その取扱いの統一や同一労働同一賃金のさらなる推進を目的として、平成２９年５月１

７日に公布された改正地方公務員法において新たな「会計年度任用職員」の枠組みが創

設された。 

  改正内容は次のとおり。 

 ア 特別職非常勤職員（地方公務員法第３条第３項第３号を改正） 

     「専門的な知識経験等に基づき、助言、調査等を行う者」に厳格化する。 

イ 臨時的任用職員（地方公務員法第２２条の３を新設） 

     「常勤職員に欠員を生じた場合」に厳格化する。 

 ウ 会計年度任用職員（地方公務員法第２２条の２を新設） 

     「本格的業務以外の業務を担う一般職」として新たに創設。 

【教育委員会事務局】     

No. 課 業務名称 業務内容 検討区分 

11 学校運営課 学校物品出納事務 備品等の調達 等 第２クール 

12 田能資料館 
田能資料館管理運営業
務 

田能資料館管理運営 等 第２クール 
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６ 技能労務職（現業職）から行政職（非現業職）への転職制度 

（１）転職要件 

   ア 事務・技術補助期間において一定の評価を得ること。ただし、技能長または作

業長として任用されているものについては、転職する前年度の評価をもって判断

することを可とする。 

   イ 転職試験において一定の評価を得ること。 

   ウ 失職事由等に該当していないこと。 

（２）事務・技術補助期間の配置 

ア 配置するポスト 

     行政職（非現業職）の再任用短時間勤務ポストへの配置を基本とする。(配置先

については、職務内容等を踏まえ決定する。） 

イ 配置数 

     外部委託等により過員が見込まれる数 

ウ 期間 

     ２年間を原則とする。（１年目の事務・技術補助期間において一定の評価が得ら

れ、かつ試験に合格した場合は、１年短縮を可とする。また、期間内に配置先を

変更することもある。） 

     なお、２年間の事務・技術補助期間において一定の評価を得られない場合につ

いては、翌年度から一旦技能労務職（現業職）ポストへ戻した上で、改めて、そ

の後の事務・技術補助期間への応募対象範囲に含めていく。 

①事務・技術補助期間において一定の評価を得られた場合（本転職） 

 ②事務・技術補助期間において一定の評価を得られなかった場合 

配置ポスト 行政職（非現業職）の再任用短時間 配置ポスト 行政職（非現業職）の再任用短時間

配置ポスト 技能労務職（現業職）

※元職場に戻るかは未定

試験 評価

一旦技能労務職へ戻る

試験 評価

事務・技術補助期間（原則２年間）事務・技術補助期間（原則２年間）

配置ポスト 行政職（非現業職）の再任用短時間

配置ポスト 行政職（非現業職）
試験 評価

行政職へ転職事務・技術補助期間（原則２年間）

技能労務職から行政職への 
転職イメージ 
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（３）事務・技術補助期間中のサポート等 

ア 研修の実施 

     転職試験の内容となる地方公務員法及び地方自治法の講義形式の研修の実施に

加え、現行制度において仮転職者に対する研修として実施している行政職（非現

業職）が受講している新規採用職員研修とほぼ同内容の研修を実施する。

イ 配置先でのサポート 

     現行制度の仮転職者に対しても導入している指導員制度を実施し、新規採用職

員と同等の指導を行う。

また、配置先の職場環境で指導が疎かになる場合に対応するため、別途企画管

理課に人員を配置するなどの新たな取組を検討する。

ウ 人材育成担当によるサポート 

     必要に応じて、人事育成担当に配置している産業カウンセラーによる面談を行

い、個別のキャリア支援を実施する。 

（４）事務・技術補助期間前のサポート等 

行政職（非現業職）を対象に実施している階層別必修研修（接遇、キャリア、コ

ミュニケーション等）やＰＣ研修を実施する。また、別途可能な範囲内で職場のニ

ーズに応じたＰＣ出前講座も実施していくとともに、行政職（非現業職）が担う業

務への事務分担の割り振りや、技能労務職（現業職）が各種研修に参加しやすい仕

組みづくりを行うなど、全ての技能労務職（現業職）が転職試験を受けることを前

提に、行政職（非現業職）への転職意思を持つための対応強化を図っていく。 
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７ 今後のスケジュール 

● 第１クール（３９業務）、第２クール（５１業務）及び水道局の３業務については、

今回決定した方向性に基づき、担い手の見直しに向けた細かな業務整理や費用対効果

等、各部局を中心に具体的な検討を進める中で、企画財政局及び総務局と協議を行い、

アウトソーシング導入等までの進捗管理を行うとともに、今一度、事業等の必要性や

実施手法等についてもあわせて検討を行う。 

なお、アウトソーシング導入等の見直しを行う際には、その実施年度を踏まえる中

で、必要に応じて庁内検討会議を開催するなど、主要事業や当初予算案等とあわせて

調整を行う。 

 ● 検討会議の中においては、業務執行体制の見直しに向けた協議の対象としなかった

第１クール、第２クール以外の業務についても、主要事業に係る調整や定数調整等と

あわせて、引き続きアウトソーシング導入も含めた担い手の見直しについての検討を

行う。 

 ● 会計年度任用職員制度については、本市における制度開始年度も含めて、本市の経

過や実情を踏まえる中で、引き続き検討を進める。 

 ● 技能労務職の行政職への転職制度については、アウトソーシング導入の実施時期に

あわせて、引き続き検討を進める。 
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８ アウトソーシング推進にあたっての留意点 

今回決定した方向性に基づく、アウトソーシングの導入も含めた担い手の見直しにあ

たっては、次に掲げる業務プロセス分析におけるコンサルティング業者からの意見も十

分に留意する中でモニタリング体制の強化等、検討を進めるものとする。 

（１）労働関係法令の遵守 

業務委託契約においては、発注者から請負労働者に対して直接指示を行うことは

偽装請負となるため、市職員は労働関係法令を十分に理解し、市職員と受託事業者

を分離した執務スペースのレイアウト設計や、服装や名札等で見分けをつけやすく

するなど、偽装請負の疑念を持たれないための工夫を行う。 

（２）ガバナンスとノウハウの確保 

アウトソーシングの推進にあたっては、委託業務についてもその実施責任は市が

負っていることを正しく認識し、受託事業者に対する委託業務に係る適切なガバナ

ンス（統治・管理）を確保するとともに、さらには業務知識・ノウハウを所管部門

が維持することが非常に重要である。 

ガバナンスとノウハウの確保に向けた方策としては、民間委託の情報を統括する

部門の設置等を含めた、民間委託のＰＤＣＡサイクルを管理する仕組みを構築する

ことに加え、受託事業者が作成した業務手順書の納入義務化、受託事業者への職員

派遣等によりノウハウ吸収の機会を作るなど、適法かつ適正なアウトソーシングの

推進に向けて検討を進めていく。 

（３）リスク管理の充実 

    アウトソーシングの推進にあたり、受託事業者による安定的な実施を担保するた

めには、様々なリスクを想定し、その発生を回避する備えが重要であることから、

委託業務に関して発生する様々な事象への発注者・受注者の対応責任の分担のほか、

受注者の倒産や災害発生時等による事業継続方法等、リスク要因の洗い出しを行う

とともに、それらの対応について今後も十分に検討を進める必要がある。 

（４）管理職のマネジメントの徹底 

    限られた職員数で多くの業務に対応するためには、管理職による職員間の生産

性・業務負荷のバラツキの平準化や、業務間の優先順位付けを行うなど、業務の効

率化を図ることが不可欠であり、さらには、各組織で異なる繁忙期・閑散期などの

業務量の増減や組織間の事業・業務の連携を推進するため、部局を横断したマネジ

メントを強化する必要がある。 

なお、アウトソーシング等を推進することで生み出した正規職員の業務量について

は、正規職員が担うべき業務である本市の政策立案・推進及びその検証・見直しに移

行することが重要であることに加え、長時間に及ぶ時間外勤務時間の縮減に活用し、

ワークライフバランスを確保することも重要である。 
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９ おわりに 

アウトソーシングの導入を具体的に進めるにあたっては、社会情勢や法改正等の国の

動向に注視するとともに、さまざまなリスク管理、職員の人材育成、ノウハウの継承や

単純労務業務を行う技能労務職の行政職への転職等についても、十分留意して進めるこ

ととする。 

また、アウトソーシング導入後についても、業務の実施責任は市が負うものであるた

め、サービスの質やコストの妥当性のほか、サービス利用者のニーズ把握や法令遵守と

いった部分についても随時調査・点検を行うことで、業務改善や体制の見直しを行い、

より効果的かつ効率的な行政サービスの提供に努めることとする。 

なお、アウトソーシングの導入により生み出された人的資源（定数）については、行

政需要の増加が見込まれる分野へ重点的に配分していくことを基本とする。 

以 上  




